[bookmark: _GoBack]別紙１（第３第１項（１）、第９第１項（１）関係）

令和　　年度オーダーメイド型多様な農業人材支援事業
（新農業人、中小規模・家族経営体等活躍支援事業）
　事業計画書（事業実績報告書）

事業実施主体（市町村名）：　　　　　　　　　

１　取組主体の概要
	氏名（名称・代表者氏名）
	
	生年月日（代表者生年月日）
	Ｓ・Ｈ
　　年　　月　　日

	所在地
	

	区分
	· 新農業人（□独立自営、□親元就農）
· 新農業人以外
	農業経験年数
	年　

	
	· 右のいずれにも該当しない
	認定農業者、認定新規農業者、基本構想水準到達者、集落営農経営

	営農部門
	
	主たる従事者数（構成員数）
	人　

	連絡先
	担当者役職・氏名：
電話：　　　　　　　　　　　　　　FAX：
E-mail：



　２　事業の目的等
（１）現状及び課題（地域農業の維持・発展のために解決すべき課題等）






（２）地域農業の維持・発展の観点での取組主体の位置付け






（３）事業の目的（本取組によって地域農業にもたらされる効果等）







３　機械・施設等の整備計画（実績）
	実施年度
	機械・施設名
	規格及び能力
	設置場所
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県交付金
	市町村費
	その他
（　　　　　）
	

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	


（注）規格及び能力には、馬力、条数、棟数、面積等を記載すること。


４　機械・施設等を整備する根拠等（規格及び能力が、本取組に必要である理由）






５　添付書類
（１）取組主体の経営概要書(経営概要書_様式を使用すること)
（２）取組主体（組織）の定款又は取組主体（個人農業者）の身分証明書の写し
（３）取組主体の直近3か年の決算書
（４）機械・施設等のカタログ
（５）機械・施設等の参考見積書（請求書・領収書）
　　（６）その他採択要件の確認に必要な書類

別紙２（第３第１項（２）、第９第１項（２）関係）

令和　　年度オーダーメイド型多様な農業人材支援事業
（借上家賃支援事業・雇用創出環境整備支援事業）
　事業計画書（事業実績報告書）

１　事業実施主体の概要
	名称
	
	代表者氏名
	

	所在地
	

	構成員数
	

	連絡先
	担当者役職・氏名：
電話：　　　　　　　　　　　　　　FAX：
E-mail：



　２　事業の目的等
（１）現状及び課題（障がい者や技能実習生、特定技能外国人等の就労における課題等）



（２）事業の目的（本取組による課題解決方法及び地域農業や経営に期待される効果等）



３　就労計画
（１）受け入れ体制の課題と対応策



（２）就労計画（３年間）
	
	
	

	
	障がい者や技能実習生等の合計
	うち障がい者雇用
	うち作業委託契約による就労者
	左記以外の従業員数

	現状　（　　年）
	人
	人
	人
	正規　　人
臨時　　人

	１年目（　　年）
	人
	人
	人
	正規　　人
臨時　　人

	２年目（　　年）
	人
	人
	人
	正規　　人
臨時　　人

	３年目（　　年）
	人
	人
	人
	正規　　人
臨時　　人


（注）臨時従業員数については、年間延べ人数を記載すること。

４　計画（実績）
	対象期間
	民間賃貸住宅の名称
	民間賃貸住宅の住所
	月額賃料
	のべ対象家賃
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県交付金
	その他
（　　　　　）
	

	
	
	
	円
	円
	円
	円
	

	計
	
	
	円
	円
	円
	円
	




５　添付書類
（１）事業実施主体の概要書(構成員、生産、販売、雇用、所有機械・施設等の概要)
（２）事業実施主体（組織）の定款又は事業実施主体（個人農業者）の身分証明書の写し
（３）事業実施主体の直近3か年の決算書
（４）雇用環境改善等に係る概要書
（５）雇用環境改善等に係る経費の参考見積書・契約書（請求書・領収書）
　　（６）その他採択要件の確認に必要な書類
別紙３（第３第１項（２）、第７第１項（２）関係）

令和　　年度オーダーメイド型多様な農業人材支援事業
（雇用創出環境整備支援事業）
　事業計画書（事業実績報告書）

１　事業実施主体の概要
	名称
	
	代表者氏名
	

	所在地
	

	構成員数
	

	連絡先
	担当者役職・氏名：
電話：　　　　　　　　　　　　　　FAX：
E-mail：



　２　事業の目的等
（１）現状及び課題（障がい者、技能実習生、特定技能外国人等の就労における課題等）



（２）事業の目的（本取組による課題解決方法及び地域農業や経営に期待される効果等）



３　就労計画
（１）就労体制の課題と対応策



（２）就労計画（３年間）
	
	
	

	
	障がい者や技能実習生等の合計
	うち障がい者雇用
	うち作業委託契約による就労者
	左記以外の従業員数

	現状　（　　年）
	人
	人
	人
	正規　　人
臨時　　人

	１年目（　　年）
	人
	人
	人
	正規　　人
臨時　　人

	２年目（　　年）
	人
	人
	人
	正規　　人
臨時　　人

	３年目（　　年）
	人
	人
	人
	正規　　人
臨時　　人


（注）臨時従業員数については、年間延べ人数を記載すること。



４　機械・施設等の整備計画（実績）
	実施年度
	機械・施設名
	規格及び能力
	設置場所
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	
	県交付金
	その他
（　　　　　）
	

	
	
	
	
	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	円
	円
	円
	


（注）規格及び能力には、寸法、用途、棟数、面積等を記載すること。

５　機械・施設等を整備する根拠等（規格及び能力が、障がい者、技能実習生、特定技能外国人等の衛生・安全・作業性の確保等に必要である理由）

６　添付書類
（１）事業実施主体の概要書(構成員、生産、販売、雇用、所有機械・施設等の概要)
（２）事業実施主体（組織）の定款又は事業実施主体（個人農業者）の身分証明書の写し
（３）事業実施主体の直近3か年の決算書
（４）機械・施設等のカタログ
（５）機械・施設等の参考見積書（請求書・領収書）
　　（６）その他採択要件の確認に必要な書類

